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中国高等教育進学希望率の 変化

90 年代 を 中心 に

沈　鴻敏 （東京 工 業大 学大学院）
一． は じめ に

　 1977 年 の 統一大学入試制度 の 復活以 降、中

国 の 大 学生 募集 計画 に は 三 段 階が あ っ た 。

1977 − 85 年 は国家指令性 募集計画段 階で 、 学

生養成費 （教育費）は 国家負担で就職先 も国家

が決定 して い た。1986 − 96 年は指令性募集計

画 と調節性募集計画の 共存段階で あ り 、調節性

募集計画に よ る学生 は 、 さ らに委託養成生 （養

成費は就職先負担）と私費生 （養成費は家庭負

担） に 二 分 され た 。 調節性 募集計画 の 学生は

91 年まで は 20％ に満たなか っ たが、93 年 に は

ピーク の 39％ を占めた。1997 年 にな る と大学

生募集計画 は
一
本化 され 、 全て の 大学が 学費 を

徴収 する
一方で 、 卒業後 の 就職先 は 自由に 決定

で きる こ とにな っ た。

　 こ うした 変化の な か で も中圏 の 大学進学需

要 は 非常に高 い 水準を維 持 し、常に供給を上 回

っ て きた。競争倍率は 98 年 まで 3．0 倍以上 で

あ っ た。学費徴収に よ っ て 高等教育の 拡大が経

済的 に可能 に な っ た こ ともあ り、中央政府 は

98 年の 108 万 か ら 2001 年の 260 万ま で 新入

生 募集規模を大幅 に拡大 した 。

　 中国の 高等教育に 関す る近年の 議論 は 、主 に、

教育機会の不 平等性、授業料水 準の 適正性 、の

2 つ にかか わ っ て い るが 、 現在の と こ ろ 、 機会

の 不 平等性 に関する実証 的な研究 は不 足 して

い る。以 上をふ まえ、本研究は計量的なデータ

分析 と ヒ ア リ ン グを 中心 と し た現地 調査 に よ

り、大学進学需要 と教育機会の 不平等性 の 実態

を明 らか にす る こ とを 目的 とす る。

二 、 データ に つ い て

　本研究で は 、 1）省別 大学進学希望者 、進学者

の デー
タ ：中国教育事業 ・総合統計年鑑、中国

普通高等学校学 生募集 年鑑 、2）省別 18 歳人

口 ： 中国人 口統計年鑑 、 3）省別 失業率 ； 中国労

働 統計年鑑 、 4）省別
一

人 当た り GDP ： 中国統

計年鑑、を用い た。

　ま た、ヒ ア リン グ調査は北京 大学を始め とす

る 5 大 学 と教育部お よび 北京 市大学新入 生募

集事務室 の ス タ ッ フ と教師な どで、計 20 人を

対象 に実施 した。

三 ．大学進学希望率の 規 定要因

　 こ こ で はまず、被説明変数 として 89 年 （私

費生募集開始後）、93 年 （調整性計画募集学生

の 比 率が 39％で ピー
ク）、97 年 （殆 どの 大学

で 授業料徴収が 開始）、2000 年 （99 年入 学定

員の 拡大）、の 4 年度の 進 学希望 率 （18 歳人 口

に対 す る希 望者比 率）を、説明変数 とし て各年

度の 18歳人 口 に対する省別 新入 生定員の 比 率、
一

人 当 た り GDP と都市の 失業率を用い 、回帰

分析を行 っ た。そ の 結果 を表 1 に示 したが、4

年 と も統計的 に有意で あ る の は 省別の 大 学新

入生 定員比率で あ っ た 。
こ の こ とか ら 、 中国 の

大 学進 学希望 率 の 主な決定要 因 は大学新入 生

の 省別定員枠で ある こ とが分か っ た。

　 　 　 　 表 1　 回帰分析 の 結果

1989 1993 1997 2000

定員 比 率 5．69 冑 宵 2．70鱈 1．37虎 糞 L27 費 費

平 均 GDP 一6E −5禽 需 一3E−3★ 脅 一2E−4 一4E−5

失業 率 5，3E −30 ，9020 ．916 一〇．978

R2 0．6180 ．4700 ．5460 ．745

F 値 13．50☆ 鳶 7．40鱈 10．01費 脅 19，49鼎

　 （注）　
勲1％ 有意、★ 5％ 有意。

　
一

人 当た り GDP に つ い て は 、 授 業料免 除廃

止 以前 の 89 年 と 93 年で 、係数 は小 さい もの

の 有意 に負の 効果が見 られ る。こ の 時期は無料

で 高等教育が受け られ るだけ で な く就職 も非

常に恵まれ てお り 、

一
人 当た り GDP が 低 い 省

ほ ど進学希望率が 高か っ た こ とが示唆 され る。

た とえ ば、93 年で は、進 学希望 率の 上位 三省

は 西部の 寧夏、新疆 と青海で あ っ たが 、授業料

免除廃止後の 2000 年に は上位三省が上海、北

京、天津 の 都市部に集中す る よ うにな っ て い る。

回 帰分析 で も 97 年 と 2000 年 の
一

人当た り

GDP は統計的に有意 では ない 。

　 結論 とし て は 、中国の 大学進 学希望 率は経済

変数では な く、新入生 の 省別 定員枠 に よ っ て 決

ま っ て い る と い え よ う。

　 四 、省別定員枠シ ス テ ム の 功罪

　 こ こ ま で みて きた よ うに、高等教育進学希望

率 の 規定要 因 と して最 も重要な の は、新入生 の

省別 定員枠で あ る 。 各大学は 大学 ・専攻の 定員

数 を決定す る際に 、省 ご との新入生定員枠 を計

画す る。こ の 計画は毎年
一

月 ごろ に策定され 、

国立大学 （全国範囲で 学生 募集）は教育部、公
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立大学 （省内で学生募集）は地方政府の 教育委

員会 に提 出す る。各大学 の 計画 は教育部の調

整 ・
認可 後、四月 に各省 の 教育委員会の 新入生

募集事務室 を通 じ て 公 布 され る。公布 後の 計画

は原則 的に変更 で きず、す べ て の 大 学生 募集 は

こ の 計画 に従 っ て行われ る 。 こ の シ ス テ ム は

1977 年以 来、変更 され てお らず 、 ま た各大 学

の 計画 も長期 に わた っ て か な り硬直的で あ る。

18 歳人 口 に対 する新入 生定員の 比 率 は、2000

年度で 全国 平均値 10 ．2 ％に対 して 、 最高 の 上

海で は 31．7％で ある の に対 して 、 最低 の チ ベ

ッ トで は 4ユ％にすぎな い 。大学進学希望率 の

地域間 格差 は 、こ う し た新入 生 の 省別 定員枠の

違い に よ っ て生み 出 され た も の で と考え られ

る。

　 こ の 省別定員枠は どの よ うに決定 されて い

る の だ ろ うか 。 各大学が定員枠決定の 際 に依拠

して い る政府通知 は 、 国家経済 と社会的な発展

状況 とマ ン パ ワ ー需要 を考慮 し、中部 と西 部の

未開発地域お よ び 希望者 が 多 い 地域で の 増員

を要求 して い る 。 それ に対 し て 大学側 では 、政

府方針 に しば られ ず 、当省の 経済発展 レ ベ ル 、

基礎教育の 発 展、人 口 を参考に し、第
一

希望者

の 多少 と統一試験 の 成績に よ っ て定員枠 を決

める べ きだ と考え て い る。事実、大学に よ っ て

多少 の 違 い は あるが 、各大 学 とも地 元の 定員数

を大き く し て お り （表 2 ）、大学 の 立地 に よ っ

て省別定員枠が大きく異な っ て い る 。 2002 年

で 教育部に所属す る国立 大学 （72 校）の 立地

分布をみ る と、北京 （22 校）、上海 （8 校）な

どの 大都 市に集中 し て い る の に対 して 、13 省

（西部は 8 省）では
一校 もな く、極めて不 平等

に なっ て い る。こ の 各大学省別 定員枠計 画の た

め に 、同 じ試験 を受 けて も省 ご とに同 じ大学に

入れ る点数が大き く異なる 。 た とえば、2000

年清華大 学入 学者の 点数は 、湖北省 の 652 点

に対 して、チ ベ ッ トで は 542 点 にす ぎな い 。

　 こ の 数年、省別 定員枠シ ス テ ム にお け る進学

機 会の 不平等の 弊害を指摘する声が 高くな っ

て い るが 、
こ の シ ス テ ム は 、もともと国家に よ

る卒業後 の 就職先決定 とセ ッ トで 機能 して き

た 。 厳 し い 戸籍制度の 下 で 中国の 大学卒業生 の

就職先 は国家に よ っ て 決め られ、99 年度 まで

卒業生 は基本的に 出身省 で 就職す る こ とに な

っ て い た 。 新入 生 の 省別定員枠は 出身省で の 就

職 を前提 とし て、経 済発展や教育 レ ベ ル の 低 い

地域 に高度な知 的、技術的なマ ン パ ワ
ーを供給

す る機能 を果 た して きた の で あ る 。

　経済 の 市場化 が進展 し 、 卒業生 の就職先が 自

由化 され るよ うにな っ た。それ と ともに、人 々

は入 学時点 で の 自由化 を求め るよ うに な っ て

きた 。
こ の ため、省別定員枠が 高等教育機会の

不 平等 の 原 因 と して注 目 され る よ うにな っ た 。

けれ ども、問題は省別 定員枠そ の も の に ある の

で は な く、新入生 の 定員枠 と就職先 の 自由化 と

の 不整合に あ るの で は ない だ ろ うか 。双方 を自

由化す れ ば解決 す る とい うも の で は な く、それ

はむ し ろ不平等 を拡大 させ る可能性 もある 。 中

国に お け る教育機会 の 不平等の 是正 に あ た っ

て は 、 人材開発 ・配置や大 学立地 の 問題 を視野

に入れて 考え る必 要が ある。

　＊ 表 ・グ ラ フ ・参考文 献 は 紙幅の 都合 に よ り発 表 当

日に 配 布 し ま す。

表 2 ，一
部国 立 大学の 部分 省 にお け る新入 生 定員 計 画 （2002 年、人 ）

総定員 北京 上海 広東 遼寧 湖北 甘粛 寧 夏 チ ベ ト

北京大学

（北 京）

1990

（100）

駁q

（塞：5：召）
60

（2．7）

53

（2．7）

78

（3，9）

87

（4，4）

23

（1．2）

21

（1．1）

　4

（02＞

清華大学

（北京 ）

1950

（100）

　占F64
琴

（iマ15）
62

（3．2）

59

（3．0）

71

（3．6）

95

（4．9）

31

（1，6）

18

（0．9）

　3

（0．2）

複 旦 大 学

（上 海）

3336

（100）

82

（2，5＞

工伽

（52；9）

65

（2，0）

51

（1．5）

54

（1．6）

26

（0．8）

　8

（0．2＞

　　2

（0．06）

華 中 科 技 大 学

（湖北）

6890

（100）

”
90

（1，3）

20

（α3）

170

（2．5）

40

  ，6）

3476

（5吻

32

（0．5）

34

（α5）

　0

（0．0）

蘭州大 学

（甘粛）

2891

（100）

40

（L4）

30

（1．0）

50

（1，7）

70

（2．5）

100

（3，5）

彳56

（25：9）

80

（2．8）

10

（0．4）

デー
タ の 出所 ： 各大 学 の 新入 生募集 ガ イ ダ ン ス とホ

ー
ム ペ ージ。北京 大 学は 医学部を 除い た 定 員、清華大 学は 理

工 系 の 定員 で あ る 。
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